


 1ページをご覧ください。

 本年1月にかんぽ生命保険の社長に就任いたしました、千田でございます。本日はお忙し
いところ、かんぽ生命の決算・経営方針説明会にご参加いただき、ありがとうございます。

 まず初めに、今般の新型コロナウイルスに感染された方々にお見舞いを申し上げるととも
に、不幸にもお亡くなりになった方々に心よりお悔やみを申し上げます。また、このような電
話会議の形で実施することとなり、ご不便をおかけしますことをお詫び申し上げます。社長
就任後、初めての説明会でございますので、是非みなさまに対面でのご説明を差し上げた
いと考えておりましたが、ご参集いただくことのリスクを考え、電話会議の形式となりました
ことについて、ご理解いただければと存じます。

 また、募集品質に係る諸問題につきまして、過去の会社としての取り組みが不十分であっ
たことから、株主のみなさま、お客さまをはじめとする全ステークホルダーのみなさまに、昨
年よりご心配をおかけしております。

 このような時期に、社長に就任した私に求められていることは、お客さまの信頼を最優先で
回復し、事業基盤を再構築するとともに、当社の成長戦略を実現していくことと認識してお
ります。

 改めて、かんぽ生命らしい商品・サービスとは何かを追求し、信頼回復と経営改善を進め
るべく、陣頭指揮をとってまいりたいと考えております。



 2ページをご覧ください。

 本日は、説明前半で2020年3月期の振り返りと決算概要をお話しし、後半で2021

年3月期の業績予想と今後の取り組みについて、ご説明をさせていただきます。そ
の後、みなさまからのご質問を頂戴したいと存じます。





 4ページをご覧ください。

 2019年度は、7月以降、募集品質に係る諸問題に対して、お客さまの不利益の解
消を最優先事項として、当社の経営資源を投入してまいりました。

 さらに、2019年12月には、業務停止命令・業務改善命令を受け、株主のみなさま
には大変ご心配をおかけいたしましたが、日本郵政グループ全体で危機感を共有
し、改善に取り組んだ結果、現時点で、ご契約調査や業務改善計画については、お
おむね順調に進捗しております。

 また、募集人に対しては、公平な基準に基づいて処分を実施しておりますが、募集
人資格を継続できると判断した募集人に対しては、営業活動に再度従事できるよう
に、研修を受講させるなど、営業再開に向けた準備を進めているところです。

 一方、当社の業績について、2019年3月期と2020年3月期を比較しますと、一株当
たり当期純利益は、大きく増加しております。

 ただし、この増加は、当初計画を順調に進捗させたことによるものではなく、営業自
粛等による販売費用の減少が大きく影響しており、一時的な利益の上振れであると
認識しております。

 このため、2020年3月期の株主配当については、当初予想どおり4円増の76円とさ
せていただきました。



 5ページをご覧ください。

 直近の事業環境の変化が、当社の財務に与える影響についてまとめております。

 結論から申し上げれば、募集品質問題への対応については順調に進捗しており、また、新
型コロナウイルス感染拡大と、これに伴う市場環境の悪化の影響は、当社の業績・財務健
全性を大きく毀損するものではございませんでした。

 募集品質問題に対しては、今年度もお客さまからの信頼の回復に継続的に取り組んでま
いりますが、営業再開の要件である、お客さまへの対応状況、募集人の処分の状況、
チェック態勢の確立等については、順調に進捗しております。

 新型コロナウイルスの感染拡大による保険金支払い等への影響については、現時点では
限定的であり、社内で実施しておりますストレステストにおいて、更なる感染拡大時にも、十
分な健全性を維持できることを確認しております。

 新型コロナウイルスの感染拡大を背景とした市場環境の変動・悪化による資産運用への
影響については、当社の収益追求資産は相対的にリスクが低いヘッジ付外債が中心であ
り、会計上時価評価の対象となるその他有価証券は含み益を確保しております。また、連
結ソルベンシー・マージン比率は1,070.9%と高い財務健全性を維持しております。

 このような厳しい環境でも、当社が安定的に利益を創出し、財務の健全性を確保できるの
は、ストックビジネスという生命保険の事業の特性と、これまで築いてきた巨大な顧客基盤
によるものです。

 しかしながら、営業の自粛により、新契約が獲得できない状況は、中長期的には当社の財
務基盤に影響を与えるものとなりますので、引き続き募集品質に係る諸問題の解決に最優
先に取り組むこととし、適正営業の態勢を確保した上で、営業を再開してまいりたいと考え
ております。





 7ページをご覧ください。

 2020年3月期決算について、主要な項目をご説明します。

 当期純利益は、新契約の減少に伴う販売費用の減少、および良好な資産運用の
進捗による順ざやの確保により、前期比302億円の増加となる1,506億円となりま
した。

 一方、将来の利益を表すEV、新契約価値については、事業費や解約など非経済
前提を変更したこと、新型コロナウイルスの感染拡大を背景とした市場環境の悪化
を受けて経済前提が悪化したこと、営業の自粛・停止により新契約実績が減少した
ことにより、前年比低下する結果となりました。

 このように、2020年3月期は、当期純利益は増加したものの、EV、新契約価値は
減少いたしました。

 当社としては一時的要因による単年度の増益よりも、中長期的に安定した利益を
創出することを目指しており、これにより、EVや新契約価値の増加につなげてまい
りたいと考えております。



 8ページをご覧ください。

 資産運用の状況についてご説明します。

 左の表は、収益追求資産の残高および総資産に占める割合を示しております。

 当社は、ALMを基本としつつ、リスク選好方針に基づき、リスクバッファーの範囲で
収益追求資産への投資を拡大しております。2020年3月末の株式・外国債券など
の収益追求資産の残高は約9.9兆円、総資産比で13.9％となりました。

 その結果、2020年3月期は、2020年2月以降のコロナショックによる市場環境の変
動はあったものの、1.82%の利子利回りを達成しました。

 平均予定利率については、予定利率引き下げの効果もあり、1.69％となり、804億
円の順ざやを確保しております。



 9ページをご覧ください。

 健全性の状況についてご説明します。

 当社は、今般の新型コロナウイルスの感染拡大やこれに伴う市場環境の悪化など
を含め、経営環境の変化に伴うリスクに備え、将来にわたり健全で安定的な経営を
確保するため、危険準備金1兆7,973億円、価格変動準備金8,583億円を積み立て
ています。

 また、収益追求資産の割合を段階的に増加させておりますが、連結ソルベンシー・
マージン比率は1,070.9％と、引き続き高い健全性を維持しています。

 なお、先ほどご説明したとおり、新型コロナウイルスの感染拡大による影響につい
ては引き続き注視してまいりますが、社内のストレステストにおいて、パンデミック
が起こっても十分な保険金支払余力があり、財務の健全性が維持されることを確
認しております。



 10ページをご覧ください。

 EVおよび新契約価値については、先ほどご説明したとおり、事業費や解約など非
経済前提を変更したこと、新型コロナウイルスの感染拡大を受けて経済前提が悪
化したこと、営業の自粛・停止により新契約実績が減少したことを理由に、数値が
低下しております。



 11ページをご覧ください。

 EVの変動要因をお示ししています。今回のEVの低下に対して、当社が取り組んで

いかなくてはならない課題は、新契約価値を確保・増大することと、事業費前提に
大きな影響を与えている保有契約量を確保することであると認識しております。

 EV、新契約価値は企業価値を示す重要な指標であると考えており、後ほどご説明
する経営方針・戦略を具体化し、着実に実行することで、EV・新契約価値の増大を
目指してまいります。



 12ページをご覧ください。

 次にESRですが、EVの低下とリスク量の増加により、数値が低下しております。

 ESRの数値は、即時の資本の充足度を示すものではないことから、当社では中長
期的に参照する指標としております。

 このため、のちほどご説明する、2021年3月期の配当予想については、1株当たり
配当76円を維持いたしました。

 しかしながら、お示ししている2020年3月末の数値に対しては、EVの成長や資本増
強等様々な手段により適切に対応してまいりたいと考えております。





 14ページをご覧ください。

 2021年3月期の業績予想については、営業を再開した場合においても、営業目標
を設定せず、推進管理を行わないこととしているため、2020年3月期と同様に、新
契約の減少を主因とする販売費用の減少は継続するものと見込んでいます。

 一方で、保有契約の減少が継続することによる予定事業費等の減少や、
市場環境の悪化による利配収入の減少がこれを上回ることから、減益の予想とい
たしました。



 15ページをご覧ください。

 株主還元についてご説明いたします。

 当社は、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つと位置づけておりま
すので、ご契約者さまとのお約束をきちんと果たすと同時に、株主のみなさまのご
期待にもお応えしていくため、安定的な株主への利益還元を行ってまいりたいと考
えております。

 具体的には、今後の利益見通し、財務の健全性を考慮しつつ、安定的な１株当たり
配当を目指す方針とし、2021年3月期の配当予想は、中期経営計画の目標である
76円としました。

 今後は、次にご説明します成長戦略の実現により、中長期の利益を確保し、安定
的な利益還元を図ってまいりたいと考えております。





 17ページをご覧ください。

 今年度に取り組む、募集品質に係る諸問題への対応の概要です。

 右下の「今後」に記載の項目が、募集品質管理態勢の改善のために、順次実施し
ている施策となります。既に公表をさせていただいておりますとおり、今年度は、営
業目標の推進管理は行わないこととしております。

 この間は、勧誘方針および「かんぽ営業スタンダード」の理解・浸透を通じて、当社
商品がお客さまのお役に立つことを正しく伝える力を養い、数字ばかりを追うマネジ
メントから、正しい販売手法を定着・徹底するマネジメントに改めることにより、郵便
局チャネルの力を高めてまいりたいと考えております。

 これらの取組の定着を基盤として、より良い商品・サービスを、適正なプロセスで提
供することで、中長期的に成長を志向していきたいと考えております。

 本年3月の特別調査委員会の追加報告書において、営業実績と募集品質の両方
を確保できている募集人からのヒアリング内容が紹介されています。

 郵便局にこれが実践できている社員がいるということは、今後、同様の人材を育成
していけば、適正営業を行いながら、当社と日本郵便がともに成長していくことは、
十分可能であると確信しております。



 18ページをご覧ください。

 今回の新型コロナウイルスの感染拡大を受けた当社の対応をまとめております。

 今回の非常事態において、社員の健康・安全を十分に配慮した上で、継続すべき
重要業務を維持し、お客さまへの保険金のお支払い等を通じて経済的支援を迅速
かつ着実に実施することは、生命保険会社としてもちろんのことですが、当社の法
人契約のご契約者さまである中小企業のみなさま、個人事業主のみなさまへの資
金繰りのお役に立つための対応、コロナ債への投資などをもすでに実施しておりま
す。

 また、資産運用については、これまで以上に市場環境の動向を注視しながら、慎重
にリスクテイクを行う方針としております。

 今回の事態は、様々な事業領域で、非対面でのサービス提供の必要性が認識さ
れ、今後その可能性は広く拡大していくものと認識しております。

 当社も、すでにマイページを通じてのお手続きなど、デジタル技術の活用を進めて
まいりましたが、各種手続きや保険相談といった保険サービスの提供が、時間や
場所の制限なく行うことができる環境整備に向けて、更なるデジタル技術の活用を
検討してまいります。

 生命保険の社会的役割は、平常時にはその必要性・重要性について、ご認識いた
だくことが難しいですが、ひとたび、今般のような事態が発生した時に、保険金のお
支払い等を通じて経済的支援を迅速かつ着実に実施することであると考えており、
今後もそのような役割を果たしてまいりたいと考えております。



 19ページをご覧ください。

 こちらの資料は、今後、3年程度のスパンにおける当社の事業の方向性を示しており、現在

議論を進めております、次年度から始まる次期中期経営計画のベースとなる考え方をお示
ししています。

 まず、基本的な考え方として、営業活動の再開により一時的に単年度の利益が減少すると
しても、「保険の引き受け」という生命保険の本業を通じた本質的な成長により、適正な事業
規模と5年、10年といった長期の収益を確保し、企業価値の向上を目指してまいります。

 この長期的な目線をベースとして、直近数年間で行うべきことは、当社がこれまで築いてき
た「強み」である、郵便局チャネルの再構築と、中高年・女性をメインとした既存顧客とのリ
レーション強化、これに貢献する商品開発により、再度事業基盤を強固にすることだと考え
ております。

 チャネルについては、具体的な方法は日本郵便との協議が必要になってまいりますが、郵
便局における販売体制やマネジメント体制の整備、これを行うための支援について、これま
で以上に、当社側からのコミットメントを強め、募集品質の伴った営業力の確保を目指して
まいります。

 先ほどご説明したとおり、デジタル技術の活用については、今般の新型コロナウイルスの感
染拡大に伴い、非対面での顧客接点の重要性が改めて認識できたものと考えております。

 今後、Webで対応できる手続きの範囲の拡大や、保険募集の各プロセスに応じた対面・デ
ジタルの融合について、検討してまいります。

 以上にて、私からの説明を終了いたします。

 株主のみなさまにおかれましては、今後とも、一層のご理解とご支援を賜りますよう、何卒
よろしくお願い申し上げます。










































































